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会 社 の 概 況

　

商 号 小倉クラッチ株式会社

設 立 昭和23年５月25日

資 本 金 1,858,806,000円

従 業 員 数 767名（平成29年３月31日現在)

　

　

営 業 品 目

　

輸 送 機 器 用 ク ラ ッ チ

一 般 産 業 用 ク ラ ッ チ ・ ブ レ ー キ

マ イ ク ロ ク ラ ッ チ ・ ブ レ ー キ

機 械 ・ 油 空 圧 ク ラ ッ チ ・ ブ レ ー キ

そ の 他
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事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

　

　平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第88期についての事業の概況をご報

告申しあげます。

当連結会計年度における経済状況は、国内においては、個人消費や設備投資は持ち

直しの動きがみられ、緩やかな回復基調が続いております。海外においては、米国の

景気は、今後の経済政策への期待と懸念が交錯するなか、労働市場の回復を背景に個

人消費が景気回復をけん引しております。欧州主要国の景気は、地政学的リスク、政

策に関する不確実性の影響などが懸念されるなか、一部に改善の遅れもみられるもの

の、緩やかに回復しております。アジア諸国の景気は、中国ではインフラ投資や金融

緩和政策などにより持ち直しの動きがみられ、その他のアジア諸国においても、景気

は総じて緩やかな持ち直しの動きがみられます。

このような状況のなか、当社グループにおいては中期経営計画を策定し、「チャレン

ジ５００」をスローガンに幅広い製品群を活かした販路の拡大に努めたほか、生産性

向上や原価低減活動などにより利益確保に努めてまいりました。

当連結会計年度の当社グループの連結業績は、国内外市場において売上が堅調に推

移したものの、前連結会計年度に比べ為替レートが大幅な円高基調となったことから、

売上高は37,845百万円（前連結会計年度比2.1％減）となりました。営業利益は972百

万円（前連結会計年度比6.8％減）、経常利益は881百万円（前連結会計年度比70.3％

増）、親会社株主に帰属する当期純利益は589百万円（前連結会計年度比244.1％増）と

なりました。

北米の自動車市場は堅調に推移し、ヨーロッパ市場においても大きなビジネス展開

の引き合いがくるなど、売上高500億円の実現に向けた環境は整いつつあります。今後

は、こうしたグローバルでの新規案件を確実に獲得して行くために、先進国の拠点に

は製造だけでなく営業機能の強化が求められています。一方で、新たな引き合いを成

立させるためには、アジア拠点を当社グループの生産機能の中核に成長させて行く必

要があります。更には、多少鈍化してきているとは言え、まだまだ成長を続けている

中国国内の需要増にも対応して行かなければなりません。そこで、小倉離合機（長興）

有限公司では新工場の建設を進めており、2018年度中には工場規模が２倍以上に拡大

する予定です。当社が中国に生産拠点を立ち上げた頃から見ますと、人件費は年々上

昇し、中国においても、低い品質管理レベルによりムダを発生させていたのでは、高

騰した人件費がコストに跳ね返り採算性は低下してしまう状況にあります。このよう

な状況において、安定した品質システムを海外でも展開できる日本企業に優位な時代

に移ってきたと言えます。当社においては、日本の本社がものづくりのイニシアティ
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ブを取り、日本国内の工場で培った安定した品質のものづくりを海外に展開してまい

ります。このように、ボリュームビジネスは海外拠点での生産が中心となるため、国

内工場はこれまでにない新しいものづくりにも挑戦して行くことが求められており、

それを実現できるだけの現場力を高めてまいります。ものづくりの原点である品質を

しっかりと維持しながら、新しい技術に果敢にチャレンジして新規ビジネスを獲得し、

グループ全体として拡大を図ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願

い申しあげます。
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業 績 の 推 移

　財産および損益の状況
　

区 分
第 85 期

平成26年３月期
第 86 期

平成27年３月期
第87期

平成28年３月期
第88期(当期)

平成29年３月期

売 上 高(百万円) 38,044 36,998 38,664 37,845

経 常 利 益(百万円) 1,132 1,041 517 881

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 477 410 171 589

１株当たり当期純利益(円) 31.88 27.39 11.45 39.40

総 資 産(百万円) 39,225 42,706 41,188 41,197

純 資 産(百万円) 14,268 16,323 15,907 16,316

１株当たり純資産額(円) 934.72 1,068.43 1,038.85 1,067.65
　

(注) １株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式数に基づいて算出しておりま
す。

株 式 の 状 況（平成29年３月31日現在）

株式の総数

発 行 可 能 株 式 総 数 60,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 15,533,232株

株式の異動

当 期 末 株 主 数 1,428名

前 期 末 比 較 56名減
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金融商品取引業者

118,600株

（0.76％）

個人・その他

7,772,027株

（50.04％）一般法人

4,635,486株

（29.84％）

金融機関

3,007,119株

（19.36％）

大 株 主 （上位10名）（平成29年３月31日現在）
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

第 一 共 栄 ビ ル 株 式 会 社 2,196千株 14.66％

小 倉 ク ラ ッ チ 取 引 先 持 株 会 1,272千株 8.49％

小 倉 康 宏 819千株 5.47％

株 式 会 社 東 和 銀 行 742千株 4.95％

株 式 会 社 群 馬 銀 行 739千株 4.93％

有 限 会 社 ア イ ・ オ ー 682千株 4.55％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 586千株 3.91％

高 橋 正 義 430千株 2.87％

小 倉 ク ラ ッ チ 従 業 員 持 株 会 358千株 2.39％

富 国 生 命 保 険 相 互 会 社 235千株 1.56％
　

(注) １．当社は、自己株式559,337株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
３．当社は株式会社みずほ銀行の完全親会社である株式会社みずほフィナンシャルグループの
株式（持株数828,943.72株・出資比率0.0％）を所有しております。

　

所有者別株数分布
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企業集団の主要な拠点等（平成29年３月31日現在）
　

本 社 群馬県桐生市相生町二丁目678番地

国内営業拠点 東京営業所（東京都港区）、大阪営業所（大阪府東大阪市）、

名古屋営業所（愛知県名古屋市）、北陸営業所（石川県金沢

市）、広島営業所（広島県広島市）、九州営業所（福岡県福

岡市）、東洋クラッチ株式会社（東京都品川区）

海外営業拠点 オグラ・インダストリアル・コーポレーション（アメリカ）

国内生産拠点 第一工場（群馬県桐生市）、第三工場（群馬県桐生市）、赤

堀工場（群馬県伊勢崎市）、香林工場（群馬県伊勢崎市）、

東京精工株式会社（群馬県伊勢崎市）、小倉テクノ株式会社

（茨城県北茨城市）

海外生産拠点 オグラ・コーポレーション（アメリカ）、オグラS.A.S.（フ

ランス）、オグラクラッチ・ド・ブラジル・リミターダ（ブ

ラジル）、小倉離合機（東莞）有限公司（中国）、小倉離合

機（無錫）有限公司（中国）、小倉離合機（長興）有限公司

（中国）、オグラクラッチ・タイランドCO.,LTD.（タイ）、オ

グラクラッチ・インディアPVT.LTD.（インド）

　

庶 務 の 概 況
　
株主総会

　平成28年６月28日桐生市錦町三丁目１番25号、桐生商工会議所会館６階『ケービッ
クホール』において、第87回定時株主総会を開催し、次のとおり決議されました。
　
　 第１号議案 剰余金処分の件
　 本件は、原案どおり承認可決されました。
　 （期末配当金は、１株につき10円と決定いたしました。）
　
　 第２号議案 監査役２名選任の件

本件は、監査役に隈元慶幸および山口徹の両氏が選任され、それ
ぞれ就任いたしました。
なお、隈元慶幸および山口徹の両氏は、会社法第２条第16号に定
める社外監査役であります。
　

　 第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
本件は、本総会終結の時をもって退任される監査役岩崎栄岏氏に
対し、在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従
い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体的
金額、贈呈の時期、方法等は、監査役の協議に一任することに承
認可決されました。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

　

（平成29年３月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 27,807 流 動 負 債 19,028

現 金 及 び 預 金 7,782 支払手形及び買掛金 8,389

受取手形及び売掛金 11,013 短 期 借 入 金 8,579

商 品 及 び 製 品 3,026 未 払 法 人 税 等 188

仕 掛 品 3,040 賞 与 引 当 金 305

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,070 そ の 他 1,565

繰 延 税 金 資 産 284 固 定 負 債 5,851

そ の 他 787 長 期 借 入 金 4,097

貸 倒 引 当 金 △197 繰 延 税 金 負 債 328

固 定 資 産 13,389 役員退職慰労引当金 663

有 形 固 定 資 産 10,818 関係会社整理損失引当金 87

建 物 及 び 構 築 物 3,341 退職給付に係る負債 86

機械装置及び運搬具 3,601 資 産 除 去 債 務 18

土 地 3,209 そ の 他 570

建 設 仮 勘 定 186 負 債 合 計 24,880

そ の 他 479 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 330 株 主 資 本 15,445

投 資 そ の 他 の 資 産 2,240 資 本 金 1,858

投 資 有 価 証 券 1,662 資 本 剰 余 金 1,844

退職給付に係る資産 43 利 益 剰 余 金 12,090

繰 延 税 金 資 産 25 自 己 株 式 △348

そ の 他 665 その他の包括利益累計額 541

貸 倒 引 当 金 △156 その他有価証券評価差額金 642

為 替 換 算 調 整 勘 定 △44

退職給付に係る調整累計額 △56

非 支 配 株 主 持 分 329

純 資 産 合 計 16,316

資 産 合 計 41,197 負 債 純 資 産 合 計 41,197
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
　

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 37,845

売 上 原 価 31,786

売 上 総 利 益 6,059

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,086

営 業 利 益 972

営 業 外 収 益

受 取 利 息 22

受 取 配 当 金 33

不 動 産 賃 貸 料 75

そ の 他 84 216

営 業 外 費 用

支 払 利 息 163

手 形 売 却 損 5

為 替 差 損 36

支 払 補 償 費 56

そ の 他 45 307

経 常 利 益 881

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 108

投 資 有 価 証 券 売 却 益 11 120

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 31

減 損 損 失 25 56

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 944

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 404

法 人 税 等 調 整 額 △82 321

当 期 純 利 益 623

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 33

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 589
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,858 1,844 11,650 △348 15,005

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 △149 　 △149

親会社株主に帰属
する当期純利益

　 　 589 　 589

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － 440 △0 440

当 期 末 残 高 1,858 1,844 12,090 △348 15,445

その他の包括利益累計額

非支配株主
持 分

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 385 327 △162 551 351 15,907

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △42 △192

親会社株主に帰属
する当期純利益

　 　 　 　 　 589

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

257 △372 105 △9 20 11

当 期 変 動 額 合 計 257 △372 105 △9 △21 408

当 期 末 残 高 642 △44 △56 541 329 16,316
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

・連結子会社の数 13社

・主な連結子会社の名称

・連結の範囲の変更

オグラ・コーポレーション

オグラS.A.S.

オグラ・インダストリアル・コーポレーション

オグラクラッチ・ド・ブラジル・リミターダ

小倉離合機（東莞）有限公司

小倉離合機（無錫）有限公司

小倉離合機（長興）有限公司

オグラクラッチ・タイランドCO.,LTD.

オグラクラッチ・インディアPVT.LTD.

東京精工株式会社

東洋クラッチ株式会社

連結子会社であったオグラクラッチ・マレーシアSDN.BHD.は、

当連結会計年度において清算結了したため、連結の範囲から除

外しております。

(2) 非連結子会社の状況

・非連結子会社の数 １社

・非連結子会社の名称 株式会社ブレイヴァリー

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、小規模会社であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の状況

・持分法適用の非連結子会社の

数

１社

・持分法を適用した非連結子会

社の名称

株式会社ブレイヴァリー

(2) 持分法を適用していない関連会社の状況

・持分法を適用しない関連会社

の数

１社

・持分法を適用しない関連会社

の名称

信濃機工株式会社

・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除

外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、オグラ・コーポレーション、オグラS.A.S.、オグラ・インダストリアル・コ

ーポレーション、オグラクラッチ・ド・ブラジル・リミターダ、小倉離合機（東莞）有限公司、小

倉離合機（無錫）有限公司、小倉離合機（長興）有限公司、ティーム・エー・アシステンシア・テ

クニカ・オートモティバ・リミターダ、オグラクラッチ・タイランドCO.,LTD.の決算日は12月31日

であります。
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連結子会社の決算日と連結決算日との差異は３ヶ月以内であり、かつ、その期間における取引

は、連結計算書類に重要な影響を与えないため、当該連結子会社の事業年度に係る計算書類を基礎

とし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの………………当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

② デリバティブ取引……………時価法

③ たな卸資産

製品及び仕掛品………………主として先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

原材料…………………………主として移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

貯蔵品…………………………最終仕入原価法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………国内会社は、定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び

構築物については、定額法を採用しております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

在外子会社では利用可能期間を見積もった定額法を採用しており

ます。

（リース資産を除く）

無形固定資産…………………国内会社は、定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

（リース資産を除く）

リース資産……………………リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用

しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

長期前払費用…………………国内会社は、定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金……………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………国内会社では、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金…………国内会社では、役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

関係会社整理損失引当金……関係会社の整理に伴う損失に備えるため、当該関係会社の資産内

容等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。
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(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

為替予約……………………為替予約については、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を

行っております。

金利スワップ………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…………………デリバティブ取引（為替予約及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象…………………外貨建売上取引に係る債権及び借入金に係る金利

③ ヘッジ方針

為替予約……………………為替予約は、将来の為替リスクを回避することを目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

金利スワップ………………金利の変動に伴うリスクの軽減を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約……………………為替予約は、リスク管理方針に従って米ドル建の外貨建債権残高

の範囲内の金額で回収期日とほぼ同一期日の為替予約契約を締結

しており、予約の締結時に当該予約を対象債権にそれぞれ振当て

ているため、その後の為替相場の変動に対するヘッジ効果は完全

に確保されており、ヘッジ会計の要件を満たしております。な

お、決算日における有効性の評価は省略しております。

金利スワップ………………特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略してお

ります。

⑤ その他のリスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき取引を行っております。

(6) のれんの償却に関する事項

平成22年３月以前に発生した負ののれんについては、その効果の発現する期間にわたって均等償

却を行うこととしております。

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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会計方針の変更
　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる連結計算書類に与える影響は軽微であります。

追加情報
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日)を当連結会計年度から適用しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

建物及び構築物 45百万円

　 計 45百万円

担保資産に対応する債務

短期借入金 4百万円

　 計 4百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 26,429百万円

３．受取手形割引高 65百万円

連結損益計算書に関する注記
該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項ならびに自己株式の数に関する事項
　

当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

発行済株式

　普通株式 15,533千株 －千株 －千株 15,533千株

合計 15,533千株 －千株 －千株 15,533千株

自己株式

　普通株式 558千株 0千株 －千株 559千株

合計 558千株 0千株 －千株 559千株
　

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
　

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

平成28年６月28日開催の第87回定時株主総会において次のとおり決議されました。

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 149百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成28年３月31日

・効力発生日 平成28年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

平成29年６月29日開催予定の第88回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・株式の種類 普通株式

・配当金の総額 149百万円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成29年３月31日

・効力発生日 平成29年６月30日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、当社の「与信管理規程」に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の

把握を行っています。

営業債務である支払手形及び買掛金はそのほとんどが１年以内の支払期日となっております。借入

金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

先物為替予約取引、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の

評価方法等については、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関

する事項(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

（（注）２．参照）
　

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円) 差額（百万円)

(1) 現金及び預金 7,782 7,782 －

(2) 受取手形及び売掛金 11,013 11,013 －

(3) 投資有価証券 1,559 1,559 －

(4) 支払手形及び買掛金 8,389 8,389 －

(5) 短期借入金 8,579 8,579 －

(6) 未払法人税等 188 188 －

(7) 長期借入金 4,097 4,123 26

(8) デリバティブ取引 27 27 －
　

(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資 産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券
投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された

価格によっております。
負 債
(4) 支払手形及び買掛金、(5) 短期借入金、(6) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

(7) 長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引
(8) デリバティブ取引

為替予約取引は先物為替相場によっております。
　

(注) ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円)

非上場株式 102
　

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ことから、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。

　

(注) ３．金銭債権及び長期借入金の連結決算日後の償還予定額
　

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内

（百万円）

５年超
10年以内

（百万円）

10年超
（百万円）

(1) 現金及び預金 7,782 － － －

(2) 受取手形及び売掛金 11,013 － － －

(3) 長期借入金 1,374 3,518 579 －

　

賃貸等不動産に関する注記
当社及び一部の連結子会社では、東京都その他において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）

等を有しております。平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は50百万円（賃貸

収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）、減損損失は25百万円(特別損失に計上)で

あります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。
　

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価
（百万円）当連結会計年度末残高

846 1,758
　

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金
額であります。

２．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した
金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

　

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,067円65銭

２．１株当たり当期純利益 39円40銭
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減損損失に関する注記
当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

アメリカ
(アメリカ合衆国ニュージャージ州)

遊休地 土地等 13

小倉テクノ㈱
(茨城県北茨城市)

遊休地 土地 12

　

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

(注) 各注記の記載金額は、すべて百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
　

　

（平成29年３月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 16,985 流 動 負 債 13,524

現 金 及 び 預 金 2,868 支 払 手 形 5,522

受 取 手 形 882 買 掛 金 1,506

電 子 記 録 債 権 2,128 短 期 借 入 金 4,193

売 掛 金 7,648
一 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

1,134

商 品 及 び 製 品 263 リ ー ス 債 務 105

仕 掛 品 2,056 未 払 金 422

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 346 未 払 法 人 税 等 17

前 払 費 用 32 未 払 消 費 税 等 55

繰 延 税 金 資 産 123 賞 与 引 当 金 281

未 収 入 金 130 そ の 他 285

短 期 貸 付 金 100 固 定 負 債 4,958

そ の 他 451 長 期 借 入 金 3,788

貸 倒 引 当 金 △48 リ ー ス 債 務 288

固 定 資 産 13,944 繰 延 税 金 負 債 272

有 形 固 定 資 産 5,072 役員退職慰労引当金 589

建 物 943 債務保証損失引当金 3

構 築 物 45 資 産 除 去 債 務 16

機 械 及 び 装 置 1,788 負 債 合 計 18,483

車 両 運 搬 具 41 純 資 産 の 部

工具、器具及び備品 135 株 主 資 本 11,804

土 地 2,091 資 本 金 1,858

建 設 仮 勘 定 25 資 本 剰 余 金 1,820

無 形 固 定 資 産 105 資 本 準 備 金 1,798

投 資 そ の 他 の 資 産 8,766 そ の 他 資 本 剰 余 金 22

投 資 有 価 証 券 1,524 利 益 剰 余 金 8,473

関 係 会 社 株 式 6,165 利 益 準 備 金 354

関係会社長期貸付金 740 そ の 他 利 益 剰 余 金 8,119

長 期 前 払 費 用 57 別 途 積 立 金 7,603

前 払 年 金 費 用 124 繰 越 利 益 剰 余 金 516

敷 金 154 自 己 株 式 △348

そ の 他 267 評 価 ・ 換 算 差 額 等 641

貸 倒 引 当 金 △266 その他有価証券評価差額金 641

純 資 産 合 計 12,446

資 産 合 計 30,929 負 債 純 資 産 合 計 30,929
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
　

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 22,951

売 上 原 価 20,280

売 上 総 利 益 2,671

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,393

営 業 利 益 278

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7

受 取 配 当 金 202

そ の 他 37 248

営 業 外 費 用

支 払 利 息 62

手 形 売 却 損 5

為 替 差 損 52

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 11

支 払 補 償 費 59

そ の 他 9 200

経 常 利 益 325

特 別 利 益

債 務 保 証 損 失 引 当 金 戻 入 額 5 5

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3

減 損 損 失 13 16

税 引 前 当 期 純 利 益 314

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 114

法 人 税 等 調 整 額 △40 74

当 期 純 利 益 240
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
　

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,858 1,798 22 1,820 354 7,603 426

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 △149

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 240

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 90

当 期 末 残 高 1,858 1,798 22 1,820 354 7,603 516

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計利益剰余金

合 計

当 期 首 残 高 8,383 △348 11,714 390 390 12,105

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △149 　 △149 　 　 △149

当 期 純 利 益 240 　 240 　 　 240

自己株式の取得 　 △0 △0 　 　 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

　 　 　 251 251 251

当 期 変 動 額 合 計 90 △0 90 251 251 341

当 期 末 残 高 8,473 △348 11,804 641 641 12,446
　

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び

関連会社株式……………………移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品及び仕掛品…………………先入先出法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

(2）原材料……………………………移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

(3）貯蔵品……………………………最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産……………………定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 10～50年

　機械及び装置 12年

（リース資産を除く）

(2）無形固定資産……………………定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づいております。

（リース資産を除く）

(3）リース資産………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(4）長期前払費用……………………定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。
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(3）退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。事業年度

末において、年金資産見込額が退職給付債務見込額を超過してい

る場合は、超過額を前払年金費用として計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理し

ております。

(4）役員退職慰労引当金……………役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

(5）債務保証損失引当金……………債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態を勘案

し、損失見込額を計上しております。

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

為替予約………………………為替予約については、振当処理の要件を満たす場合は振当処理を

行っております。

金利スワップ…………………金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………………デリバティブ取引（為替予約及び金利スワップ取引）

ヘッジ対象……………………外貨建売上取引に係る債権及び借入金に係る金利

(3) ヘッジ方針

為替予約………………………為替予約は、将来の為替リスクを回避することを目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

金利スワップ…………………金利の変動に伴うリスクの軽減を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約………………………為替予約は、リスク管理方針に従って米ドル及びユーロ建の外貨

建債権残高の範囲内の金額で回収期日とほぼ同一期日の為替予約

契約を締結しており、予約の締結時に当該予約を対象債権にそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動に対するヘッジ

効果は完全に確保されており、ヘッジ会計の要件を満たしており

ます。なお、決算日における有効性の評価は省略しております。

金利スワップ…………………特例処理の要件を満たしているため有効性の判定を省略しており

ます。
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(5) その他リスク管理方法のうちヘッジ会計に係るもの

デリバティブ取引に関する社内規程に基づき取引を行っております。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理………退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の

方法は、連結計算書類における会計処理の方法と異なっておりま

す。

(2）消費税等の会計処理……………消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる計算書類に与える影響は軽微であります。

追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日)を当事業年度から適用しております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 17,984百万円

２．偶発債務

関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

オグラ・コーポレーション 92百万円

オグラS.A.S. 218百万円

小倉離合機（東莞）有限公司 791百万円

小倉離合機（長興）有限公司 362百万円

オグラクラッチ・タイランドCO.,LTD. 1,023百万円

３．受取手形割引高及び電子記録債権割引高

受取手形割引高 65百万円

電子記録債権割引高 340百万円

４．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(1) 短期金銭債権 7,988百万円

(2) 長期金銭債権 740百万円

(3) 短期金銭債務 781百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

１．売上高 15,859百万円

２．仕入高 2,733百万円

３．販売費及び一般管理費 8百万円

４．営業取引以外の収入 195百万円

５．営業取引以外の支出 12百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

　

株 式 の 種 類 当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

普 通 株 式 558千株 0千株 －千株 559千株
　

(注) 自己株式の数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：百万円)

　 （繰延税金資産）

貸倒引当金 95

棚卸資産評価損 37

減損損失累計額 85

株式評価損等 908

賞与引当金 86

役員退職慰労引当金 179

その他 52

　 繰延税金資産小計 1,445

評価性引当額 △1,309

　 繰延税金資産合計 135

　 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △246

前払年金費用 △37

　 繰延税金負債合計 △284

繰延税金負債の純額 △148

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.7%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △16.8

住民税均等割 3.9

評価性引当額の増減額 2.1

税額控除額（試験研究費等） △10.5

外国税額控除額 8.0

前期確定申告差異等 3.4

その他 0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 23.6
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等
　

属 性 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

主要株主 第一共栄ビル㈱
被所有直接

14.78

建物等の賃貸
および当社製
品の販売等

建 物 の 賃 借 75 敷 金 142

製 品 の 売 上 220 売 掛 債 権 99
　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．賃借料については、３年ごとに近隣の取引実勢に基づいて、契約により決定しております。
２．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、
他の代理店と同様に決定しております。

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めて表示してお
ります。
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２．子会社及び関連会社
　

属 性 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子 会 社 東洋クラッチ㈱
直接

100.00
当社製品の販
売等

製品の売上
(注１)

13,289 売掛債権 6,410

子 会 社 東 京 精 工 ㈱
直接

100.00

輸送機器用お
よび一般産業
用製品の冷間
鍛造加工等

部品の仕入
(注２)

673 仕入債務 345

子 会 社
オグラ･インダ
ストリアル・
コーポレーション

直接
80.00

当社製品の販
売等

製品の売上
(注１)

1,603 売掛債権 851

子 会 社
小 倉 離 合 機
(東莞）有限公司

直接
100.00

輸送機器用お
よび一般産業
用 製 品 の 製
造・販売等

債務の保証
(注３)

791 ― ―

子 会 社
小 倉 離 合 機
(長興）有限公司

直接
100.00

輸送機器用お
よび一般産業
用 製 品 の 製
造・販売等

債務の保証
(注３)

362 ― ―

増資の引受
(注４)

282 ― ―

子 会 社
オグラクラッチ・
タイランドCO.,LTD.

直接
51.00

間接
49.00

輸送機器用お
よび一般産業
用 製 品 の 製
造・販売等

債務の保証
(注３)

1,023 ― ―

子 会 社 小倉テクノ㈱
直接

100.00

輸送機器用製
品の製造・販
売等

― ―
長期貸付金
（注５）

300

関連会社 信 濃 機 工 ㈱
直接

34.44

輸送機器用お
よび一般産業
用 製 品 の 製
造・販売等

部品の仕入
(注２)

864 仕入債務 179

　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉の上、
他の代理店と同様に決定しております。

２．部品の仕入については、複数の取引先から見積を入手し、市場の実勢価格を勘案して当社希望
価格を提示し、価格交渉の上決定しております。

３．金融機関からの借入について、債務保証を行っております。また、取引金額には金融機関から
の借入残高を記載しております。

４．増資の引受は、小倉離合機(長興）有限公司が行った第三者割当増資を引き受けたものであり
ます。

５．資金の貸付については、市場金利を勘案の上、合理的に決定しております。
６．上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めず、期末残高には消費税等を含めて表示してお
ります。
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１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 831円22銭

２．１株当たり当期純利益 16円05銭

減損損失に関する注記
当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

アメリカ
(アメリカ合衆国ニュージャージ州)

遊休地 土地等 13

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

(注) 各注記の記載金額は、すべて百万円未満を切り捨てて表示しております。
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役 員 （平成29年３月31日現在）

代 表 取 締 役 社 長 小 倉 康 宏
取 締 役
専 務 執 行 役 員 井 上 春 夫
取 締 役
常 務 執 行 役 員 河 内 正 美
取 締 役
常 務 執 行 役 員 加 藤 基
取 締 役
執 行 役 員 中 馬 康 則
取 締 役
執 行 役 員 松 村 正 夫
取 締 役
執 行 役 員 新 井 俊 彦
取 締 役 田部井 公 夫

常 勤 監 査 役 金 子 太 一
監 査 役 隈 元 慶 幸
監 査 役 山 口 徹

　（ご参考）

１． 取締役田部井公夫氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役の要件を満た

しております。

２． 監査役隈元慶幸、山口徹の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の

要件を満たしております。

３． 取締役・監査役の異動

　 該当事項はありません。
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　 株主メモ

事 業 年 度 毎年４月１日から３月31日まで

剰余金の配当基準日 毎年３月31日

単 元 株 式 数 1,000株

定 時 株 主 総 会 毎年６月下旬

株 主 名 簿 管 理 人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

　
証券会社に口座を
お持ちの場合

特別口座の場合

郵送物送付先

お取引の証券会社になり
ます。

〒168-8507
東京都杉並区和泉２-８-４
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

電話お問い合せ先
フリーダイヤル 0120-288-324
（土・日・祝日を除く ９:00～17:00）

各種手続お取扱店

（住所変更、株主配当金
受け取り方法の変更等）

みずほ信託銀行株式会社
　本店および全国各支店
＊トラストラウンジではお取り扱いで
きませんのでご了承ください。

みずほ証券株式会社
　本店および全国各支店
プラネットブース（みずほ銀行内の店
舗）でもお取り扱いいたします。

未払配当金のお支払
みずほ信託銀行株式会社 本店および全国各支店
株式会社みずほ銀行 本店および全国各支店
（みずほ証券株式会社では取次のみとなります）

ご注意

支払明細発行について
は、右の「特別口座の場
合」の郵送物送付先・電
話お問い合せ先・各種手
続お取扱店をご利用くだ
さい。

特別口座では、単元未満株式の買取請求
以外の株式売買はできません。証券会社
等に口座を開設し、株式の振替手続を行
っていただく必要があります。

　

公 告 方 法 電子公告（http://www.oguraclutch.co.jp）

ただし、やむを得ない事由によって、電子公告による公告を

することができない場合には、日本経済新聞に掲載して行い

ます。
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